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1.は じ め に
デジタル化とネットワーク化の融合に代表される情報通信技術の飛躍的発展とその影響の大き
さについて異議を唱えるものは少ないであろう。 しか し,SCM(サ プライ ・チェーン ・マネジ
メント)を はじめとする企業活動 に対する情報通信技術発展の影響を研究する上では,情 報通信
技術の飛躍的発展によりもたらされる情報(化)社 会に対する根本的解釈の立場の明確化が求め
られる。この根本的立場の解釈には,新 たな社会パラダイムの出現とする非連続 ・断絶性を強調
する流れと現代社会 における情報(化)の 重要性は認めるが,基 本的に情報形態や機能は,既 存
の社会的原理や実践に従 うという連続性 ・継続性を強調する流れがあるω。前者の非連続性を強
調する中心的論者 として,社 会,組 織,個 人の関係が情報化社会の中で根本的に変化すると主張
するマヌエル ・カステルズ②があげられる。また,後 者の連続性を強調する中心的論者としては,
「公共圏(PublicSphere)」 の概念を提示するユルゲン・ババーマスや 「再帰性(reflexivity)」
の概念を提示するアンソニー ・ギデンズなどがあげられる③。
☆ 商 学 部 特 別 招聰 教 授,NTTデ ー タ 経 営 研 究 所
(1)情 報(化)の 役 割 や 重:要性 を め ぐる根 本 的 解 釈 の理 論 の 詳 細 につ い て は,FrankWebster,Theories
oftheInformationSocietyRoutledge,1995が包 括 的 な検 討 を 行 っ て い るの で参 照 願 い た い。1995年
と少 し古 く,そ の 後 の 情 報 通 信 技 術 の発 展 は,イ ン タ ーネ ッ ト中心 に飛 躍 的 で あ るが,連 続 性 と非 連 続
性 の理 論 的 整 理 は非 常 に示 唆 に富 む。
(2)カ ス テ ル ズ(Castells)の 議 論 の 詳 細 につ い て は,TheInformationAge三部 作(TheRiseofthe
NetworkSociety,ThePowerofIdentity,EndofMillennium)を参 照 願 い た い 。
(3)詳 し くは,JurgenHabermas,TheStructuralT猶αηsプbηηα'∫oηoゾPπ捌cSρ 加 猶2(Englishtransla-
tion),PolityPress,1989およ び,AnthonyGiddens,TheNα'foπS'α`θαηd【Violence,PolityPress,
1985を 参 照 。
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現在 の情報通信技術 の発展 の方 向性は,コ ンピュータと通信,そ して,放 送 を もと りこむオ ー
プ ンなネ ッ トワークシステムの形成 であ り,ネ ッ トワー クその ものが,仮 想 の コン ピュー タとな
る流 れ と解釈 で きる。 このことは,情 報 通信技術の もた らす グローバ ルなデ ジタル ・ネ ッ トワー
ク ・システム は,最 早 単 なるツール ではな く,企 業 な どの組織 にとどま らず個人 や社 会 に対す る
支配 的(ネ ッ トワーク中心 な)環 境 その もの となる可能性を示唆 して いる と考 え られ,情 報 通信
技術 の もた らす グローバルな次世代 デ ジタル ・ネ ッ トワー ク ・システムを基礎 とす る情報社 会の
到来 はパ ラダイム ・シフ トと捉 える ことがで きるω。 このような技術 の進展 を鑑 みて,本 稿 では,
基本 的 に情報通 信技術 の飛躍的発展 は非連続 性を もた らす との立場を とる。 また,そ の非連続性
のイ ンパ ク トは多岐にわた るが,本 稿 では,企 業組織 と企 業活動 に限定 した議論 を行 う。
2.現 状のSCMの 抱える課題 とは
情報通信技術の飛躍的発展によって,企 業間かつ国境をも越えて急速に進みつつあるSCMは,
山下 ・諸上 ・村田(2003)が 論ずるように,ま さに,グ ローバルSCMと もいえる段階にさしか
か りつつある。 しかし,SCMに は,そ の期待感の大きさとは裏腹に,山 下 ・諸上 ・村田(2003)
が指摘す るように下言2のような克服すべき課題も存在する。
① 目的,方 針,推 進方法の不徹底,理 解不足
② 参加部門,参 加企業か ら協力が得 られない
③ 企業間の ビジネスルールが構築できない
④ 企業間でメリッ トが享受できない
⑤ 在庫責任が不明瞭である
⑥ 計画の同期化と情報の共有化ができない
⑦ 経営者の意志と行動が伴わない
山下 ・諸上 ・村田(2003)は,こ れ ら 「SCMの 最大の課題は企業内の部門の壁,企 業間の利
害関係,ビ ジネスルール,文 化の違いを乗 り越えなければならないことである。」そ して,「SCM
の実現 にITが 不可欠の要素であることはまぎれもない事実である。 しか し,そ れで もなお,
SCMの 成否のカギを握 っているのは,す ぐれて人的 ・組織的要因なのである」 と結んでいる。
そこで,上 記の課題の背後にある問題を整理 してみると,
① 目的,方 針,推 進方法の不徹底,理 解不足… コミュニケーションの問題
② 参加部門,参 加企業から協力が得 られない…業務 ・組織設計 自由度がないことによる問題
(4)カ ール ポラソニー(1975)が 指摘 した資本主義市場経済の発展によって,経 済活動に社会関係が組
み込まれたことによる問題点(① 無力化する分業,② 生活の標準化,③ 生物(Orgasm)に 対する機械
(Mechanism)の 優位,④ 自発性に対する組織の優位,⑤ コミュニティに対するソサイエティの優位)
が,ネ ッ トワーク中心的な環境の現出によって,解 消の方向に向かう可能性があるかもしれない。つま
り,こ のようなネ ットワーク中心の環境の出現が,経 済活動の中に取 り込まれた社会関係を経済活動の
枠組みから開放する可能性を生むのではないか。
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③ 企業間の ビジネスルールが構築できない…コミュニケーションの問題/共 通理解の不足/
業務 ・組織設計自由度がないことによる問題
④ 企業間でメリットが享受できない…協働意識 とそのメリットが不明確/全 体最適の観点の
欠如
⑤ 在庫責任が不明瞭である…全体 コス ト意識の問題/業 務 ・組織設計自由度がないことによ
る問題
⑥ 計画の同期化 と情報の共有化ができない…コ ミュニケーションの問題/業 務 ・組織設計自
由度がないことによる問題
⑦ 経営者の意志 と行動が伴わない…意思決定スピー ドの重要性とコア(コ アコンビタ ンス)
への集中と協働の重要性に対する意識の乏 しさ
と捉えることができる。言い換えれば,現 在のSCMが 抱える課題のボ トルネ ックは,
・コミュニケーション
・業務 ・.組織設計の自由度
・明確な全体コス ト
・全体最適の観点
・組織スピー ドの重要性
・コア(コ アコンビタンス)へ の集中と協働に対する意識
にあるということができる。
情報通信技術の飛躍的進歩の影響を連続的と解釈する立場をとると,上 記の課題の解決は情報
通信技術の活用 とは別の組織固有性の問題 となり,課 題の解決にあたっては個別のアプローチを
取ることになる。事実,個 別アプローチでの解決は確かに難 しく,解 決のためには多 くの時間が
必要になると考えられる。 しか し,そ の影響を非連続的なものと解釈する立場をとった場合には
どのようになるであろうか。以下,情 報通信技術の発展の分析を通 して,上 記の課題の背後にあ
る問題がどのように解決されうるかの検証を試みることとする。
3.情 報通信技術の飛躍 的進歩 の意味するもの
イ ンター ネ ッ トの急速 な普 及 に代表 され るIT(情 報技術)か らICT(情 報 通信技術)へ の発
展 は,ネ ッ トワー クの重要性 の高 ま りを意 味 してい る(小 笠原 ・小野寺,.2002)。 事 実,
・ネ ッ トワークのIP(lnternetProtocol)への一元化 …メー カ独 自のネ ッ トワー ク技 術 はIP
に統 合 され る方 向 にあ り,音 声 もVoIP技 術 でIPネ ッ トワー クに統合 され る方 向に あ り,
デー タ ・ネ ッ トワー ク と音 声ネ ッ トワー クのIPネ ッ トワー クへ の一 元化 が急速 に進 みつつ
あ る
・ネ ッ トワー クのBB(BroadBand)化… これまで高価 であ ったデ ジタル専用線 を代 替す る
広域 イーサネ ッ トなど,広 域帯での安価なサー ビスが急速 に企業 で採用 されつつある。 また,
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家 庭で もADSLや 光 フ ァイバ ーが急速 に普及 しつつあ る
・ソフ トウ ェアのコモデ ィテ ィ化… イ ンターフェースが標準化 された ソフ トウェアの モ ジュー
ルを 自由に組 み合 わせて機能 を実現す るWebサ ー ビスな どの技術 が急送 に普及 しつつ ある
とい う技術変化を中核 とす るコ ンピュータとネ ットワーク(通 信)の 融合,即 ち,ア プ リケー ショ
ンの ネ ッ トワーク依存度 の増加 とネ ッ トワークの コ ンピュータ ・システム化が グローバル な レベ
ルで着実 に進ん でいる。以上 の情報通 信技術発展の大 きな流れ は,以 下 の ような意 味合 いを持つ
と考 え られ る。
① コ ンピュー タと通信(ネ ッ トワー ク)の 融 合:こ の融 合 とい う観点か ら捉 え ると,ITの
意 味す る ところは,か つての ク ロー ズな情報 処理 という狭 義 な ものか ら,オ ープ ンなICT
環境 の活用 とい う広義な ものへ と大 き く変化 してきてい る。最終 的な技術発展 の流 れは,コ
ン ピュータ とネ ッ トワー クの融合 によ るオープ ンなデ ジタル ・ネ ッ トワー クの社会 イ ンフラ
化で あ ると考え られ る。
② 社 会 イ ンフラ としての ユーテ ィ リテ ィモデルへ:IPに 加え て,XML,JAVA等の技術 が
順調 に発 展 してい くとす ると,そ の先 に想定 されるのは,情 報/デ ー タ,ア プ レッ ト,コ マ
ン ドとい ったオブ ジェク ト通信が可能 とな り,ネ ッ トワー クその ものが仮想上 の コンピュー
タになる とい う形態 であ る。 これ こそが,オ ー プンな デジタル ・ネ ッ トワー ク社会でのICT
の社会 イ ンフラ化 とい う姿であ ろう。
③ 所 有か ら使用へ:こ の流 れの なかで,ICTは,設 計の みな らず サ ー ビスの観点 か ら も機
能細 分化'され,「 まず所有す る」 か ら 「どう利用 す るか」へ と力点 が移行 す る。 この意味で,
一 般企 業 に とって情報 システムを所 有す るこ と自体 の優 位性 はな くな る。 具体的 に は,
「コ ンピュータとネ ッ トワー ク機能 の利用 にお ける所有 と使用 の完全 な分離 を実現 し,各 階
層 を所有す ることがな くとも,提 供 され る機能 を使用す るこ とが可能 にな る」 とい う世界 で
あ る。つ ま り,本 来必要 とはいえ ないCPUや 記憶装 置な どの ハー ドウェア,デ ー タ処理 の
ための ソフ トウェアは,そ の機 能がネ ッ トワー クか ら供給 されるわけであ る。 ここにおいて
負荷 発散 ・資源共 有 ・機能分散 が実現 され る。 その為 には,時 間 や場所 を問わず に高速大容
量 の転送 能力 を有 す るネ ッ トワー クが使用可能であ ることは必須 であ るが,日 本で もこの環
境 は急速 に整 いつつ ある。 この段階にあ っては,コ ンピュータ ・メーカー と通 信事 業者 とい
う切 り分 けは意味 をなさな くな る。AT&TとIBMは,正 面か ら競合す るプ レーヤ とな るの
であ り,ネ ッ トワー ク ・イ ンテ グ レー シ ョン(NI)と システム ・イ ンテ グ レーシ ョン(SI)
は,IPベ ース ・ソ リュー シ ョンの もと,不 可分 のものとなる。
このよ うな情報通信技 術の飛躍 的発展 は,IPを 標 準 と し,時 間 ・空 間 ・距離 の制約 のない グ
ローバル ・サ イバ ースペー スとい うひ とつの巨大 なネ ッ トワー クを現 出させた。重 要な トリガ ー
は,イ ンターネ ットとい う物理 的な ネ ッ トワークで はな く,オ ープ ンなIPと い うプロ トコルで
あ る。事 実,IPは,VoIP,VPN,コ ン トロール系 や次世代携帯 電話 に見 られるよ うに着実 に進
化 してきて いる。 この ことは,「 ネ ッ トワー クの価 値はそ こに参加 す るプ レーヤの数 の二乗 に比
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例 して増加 す る」 とい うメ トカー フの法 則が示す ように,ネ ッ トワー クの重要性が飛躍的 に高 ま
ることを意 味 して いる。今井 ・金子(1988)が 論 じて いるように,ネ ッ トワー クにおいて は,情
報 のあ り方 が静的(ス トック/貯 め る)か ら動的(フ ロー/つ な ぐ)側 面 に大 き く変化す るので
あ り,巨 大なネ ッ トワークの出現 が,経 済活動のみな らず個人 と社会 のかかわ り方 に大 きなイン
パ ク トを与 え る可 能性 は高 い と考 え られ る(5)。この よ うな ネ ッ トワー ク中心(Net・centric)な
グローバ ル情報(化)社 会の 出現 は,従 来の共通理解 の境界 を飛躍的 に拡大 させ る可能性が高 く,
この意味 か らも,膨 大 なデ ジタル化情報が 巨大 なネ ッ トワー ク上 を流通す るグ ローバル情報(化)
社会 の出現 を ひとつのパ ラダイム ・シフ トと解釈す ることは,数 年前 よ りもよ り妥当 にな ってき
てい ると考 え ることがで きる。 また,こ のオー プ ンなネ ッ トワーク環境 において は,個 人 ・企業
を問わず,情 報の不均衡性 が解 消 され,選 択 肢が増加 し,供 給 サイ ド中心 か ら需要サ イ ド中心へ
と力 点が シフ トす る。加え て,人 ・物 ・金を国境で管理す るこ とは一層難 しくな り,グ ローバル
化 に一 層の拍車がかか る。 そ して,企 業 活動,資 本市場,企 業評価 はグ ローバル化=一 元化す る
方 向に向かい,企 業 にはグ ローバ ルな レベルでの透過性が強 く求 め られ ることになる。
4.次 世代 デ ジタル ・ネ ッ トワー クのイ ンパ ク トにつ いて
以上 の ような グローバル レベルでの社 会イ ンフラ化の可能性 のあ るオー プンな デジタル ・ネ ッ
トワーク ・システムが企業の価値創造活動 に与 え るイ ンパ ク トについて検討 してい くことにする。
(1》 企業に とっての インパク ト
企 業に とって,「 誰 が,何 を,誰 と,誰 に,何 処で,何 処 へ,何 時,ど の よ うに」 とい う付加
価値創 出の プロセ スの設計 自由度 が大 き く増 すので,付 加価値 の創 りかたが非常 に柔軟 になると
考 え られ る。 つ ま り,「Faster,Better,Smarter」 に ビジネ スを行 え るとい うことで あ り,そ の
一方 で,こ の ような観点 にた った迅 速な意思 決定が求 め られる。 その前 提 と して,コ ア ・コンビ
タ ンスへの資源集 中と協働(コ ラボ レー シ ョン)が 求 め られるよ うにな る。
企 業に とっての イ ンパ ク トの詳細 を見 てい くと,こ の よ うなデ ジタル ・ネ ッ トワーク ・システ
ムを活用す ることによ って,「 コ ミュニ ケー ション」,「柔 軟性」そ して,「 コス ト」の観点 で大 き
な改善 が可能 とな る。
まず,「 コ ミュニケー シ ョン」 に関 しては,範 囲の拡大(拠 点内 にとどま らず,企 業内,グ ルー
プ企業 内,外 部 へ と広 がる),量 の増加(ネ ットワー クのBB化 によ り,画 像 や音声 とい った リッ
チ ・コンテ ンツやCADな どの重 いデータや ソフ トウェア も自由にや り取 りで きるようになる),
頻度 の増加(ユ ビキタス環境 の もと,何 時で も,何 処で も,誰 とで も簡 単 にコ ミュニ ケー ション
が とれ る),質 の向上(コ ミュニケー ションの活発化 を通 して情報 の取捨 選択 が行 われ,重 要度
(5)今 井 ・金子(1988)が 論 じた情報のあり方 とネ ットワークの重要性について,現 在のデジタル ・ネッ
トワーク環境のもとで再考することは非常に価値が有るのではないかと筆者は考えている。
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や価 値の高 い情 報が流通 す るようになる)が 期待 で きる。結 果 と して,既 存 の組織境界 を越 えて
の共 通理解 が拡大 し,知 識 の共有 ・活用 ・創造が可能 とな り,TimetoMarketも含 めてス ピー
ドの向上が期待 でき る。
次 に,「 柔軟性」 に関 して は,シ ステムのモ ジュール化,情 報資源の共有化,シ ステム間をオー
プ ンなIP標 準 で接続 す るこ とによる シーム レスな ネ ッ トワー ク ・システ ムの構築 な どによ り,
、共通基盤 の確立 が期待 で きる。 よ り具体的 には,標 準化 された フォーマ ッ トで の情報 の共有 が可
能 にな り,誰 とで も自由に情 報の交換が可能 にな;り,モ ジュールの組 み合わせ によって,シ ステ
ム機能 を柔軟 に変更す る ことが可能 となる。つ ま り,現 状 では,業 務 プロセ スの設計 ・変更 には
既存 システ ムが制約要因 とな り自由に変更 できるわ けで はないが,今 後 は,情 報 システムを自由
に組 み合 わせ る ことが可能 とな り,最 適な業務 プロセスに設計 ・変更 す ることが可能 となる。 ま
た,組 織 設計 に関 して は,現 状 では,シ ステム面での考慮が必要 であ り,特 に コラボ レーシ ョン
を前提 と した組織構築 は容易 ではな く,コ ラボレー タ(collaborator)の 変更 も困難 であ るが,
今後 は,外 部 とのコラボ レー シ ョンを前提 と し,コ ラボ レ一 夕の変更 も含 めて再設 計が容易 に行
え るこ とが期待 できる。 この よ うに,企 業 にとってめま ぐる しいかつ非連続 的な事 業環境の変化
に対応 してい くため に必須な業務 プ ロセスや組織設 計の 自由度が向上す る ことが期 待で きる。 こ
.の設 計 自由度は,自 社 に留 ま らず,コ ラボ レータを前提 と した形で も可能 とな る。
最 後 に 「コス ト」 で あ るが,コ ス トを 「や りと りコス ト(Transactioncost)」 と 「機会 損失
コス ト(Opportunitycost)」 によ って捉え ると,従 来 は 「や りと りコス ト」 と 「機会損失 コス
ト」 の関係 は トレー ドオ フに近 い ものがあ った。 しか し,今 後は,標 準化 された形 で シーム レス
に情 報の や りと りを行 うことによ って,部 門間 ・組織 間での 「や りと りコス ト」 の低 減が可 能で
あ ると同時に,情 報の入手 と選択 の 自由度 が高まる ことで,社 内外を問 わず 「機会 損失 コス ト」
も低 減す る ことが可能 とな ると期待 される。 ひいては,企 業 と しての全体 コス トの把握 がよ り明
確 に な り,協 業 システム と してのTCO(全 体 コス ト:TotalCostofOwnership)の重要性 に
対す る認識 の向上 に もつなが るこ とが期待 される。
② 企業間でのインパクト
自己完 結 が難 し くな り,選 択 と集 中が求 め られ るな か,戦 略立案 の視 点 は,旧 来 の3C(自
社:Company,顧 客:Customer,競 合:Competitor)か ら3Cに コラボ レ一 夕:Collaborator
を加 え た4Cに 変 える必要 があ る。 自社 の コアを明確化す る一方 で,コ ラボ レー タの存在が前提
とな る。 つ ま り,現 在ITを 活用 して構築 されてい るSCM(本 来 は,最 終 アセ ンブ ラが システ
ム ・プロフ ィッ トを コン トロール し,利 益分配を有利 に行 う為 の垂直統 合 システムであ り,基 本
的 にはゼ ロサム ・ゲームであ る)か ら情報通信技術 の活用 によ って,ウ イ ン ・ウイ ンの関係 の構
築が可能 な水平協働 システムであ る企業間 コラボ レーシ ョンへ と認識 を変 え,全 体最適 の観点 を
強 くもつ必要 がある。
事実,こ の ような水平協働 システムである企業間 コラボ レー ションを,シ スコ システムズ は,
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NVO(NetworkedVirtualOrganization)とい うデ ジタル ・ネ ッ トワー クを活用 した限 りな く
現 実に近い仮想組織 とい うコンセ プ トの形で提唱 している。NVOに 求 め られ るもの は,
・最 終顧客へ のサー ビス向上 に注力 した文化 と組織 を持 つ
・コア業務の みを 自社 に持 ち,非 コア業務 は外部パ ー トナーを活用す る
・顧客や外部パ ー トナー と効果的 に協働で きるよ うに,業 務,デ ータ,情 報 システ ムを標準化
す る
で ある と定 義 して いる(6)。この定義 の もとで は,仮 想 では あるがNVOは,あ たか も一 つの企業
体の ように有機 的に機 能す ることが求 め られてい る。 この ような仮想組織形態 は,高 度な情報通
信技術 の存在 な く して は実現不可能 であるが,通 信会 社,ソ フ トウ ェア ・ベ ンダ,シ ステ ム ・イ
ンチグ レ一夕が部 分的 にソ リューシ ョンを提供す る現 在の情報技術 ソリュー シ ョン提供社 サイ ド
も トータル ・ソ リュー シ ョンを提供 できる方 向に向かわ ざるを えない。
また,情 報通 信技術の活用 と垂直統合 か ら水平 協働への認識 の変化 を通 して,現 在 では相反す
る関係 にある 「や りと りコス ト」 と 「機会損失 コス ト」の両方 の低減 が可能 とな るで あろう。高
度 な情報通信技 術環境 においては,迅 速 な最 適化 モデルの構築(業 務 プ ロセ スと組織設計)と 次
なる最適化 モデルへの迅速 な移行 が国境 を超 えて コラボ レ一夕 と行 うことがで きるようになる。
(3)企 業 内でのイ ンパ ク ト
短期的には,通 信(ネ ットワーク)と 情報(情 報処理)の 融合によって,現 在別途の部署が管
理をしている回線 と情報処理が,統 合化された部署によって管理 されるようになり,延 いては,
企業にとってのパフォーマ ンスに対 してのTCOが 大き く改善 される。 しか し,巨 視的にみれば,
個人同様企業間で も情報の不均衡は解消される方向に向かうので,得 られる情報の質 ・量そのも
のに大きな差1まな くなる。そのような情報を分析 した結果は当然均質的になる。このような状態
の中で企業が自社の差別化を追求するには,組 織スピー ドをあげて迅速なインプリメンテーショ
ンを行うか,均 質的分析結果か らユニークな意味合いを引き出せる高い戦略的読解能力が求めら
れる。また,オ ープン化とネ ットワーク化に象徴 される情報通信技術の急速な進歩によって,人
間系と機械系のインターフェースが一層連続的かつ柔軟になってきてい'ることは,従 来は同期化
することが難 しかった戦略と組織と情報 システムの同期化を可能とし,そ れを差別化の挺子とす
る環境が整いつつあることを意味 している。つまり,多 くの企業にとって,市 場環境の変化に対
しての迅速かつ能動的な対応が可能なハイ ・パフォーマ ンスな組織を設計する自由度が高まる一
方,情 報通信技術の発展によって参入 ・撤退 コス トが大きく低下 し,ビ ジネス ・モデルその もの
の模倣可能性 も高まることを意味 している。
このような情報通信技術を前提とした事業環境にあっては,柔 軟な事業設計が可能となるので,
Means&Schneider(2000)が 指摘するように,コ ラボ レ一夕を前提 としたビジネス ・モデル.
(6)詳 細 は,TheBridge,CiscoSystemsを参 照 。
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やバ リュー ・ネ ットワー クの デザ イ ン能力,言 い換 えれば,最 適な業務 プロセス ・組織 の高い設
計 ・維持能力 と迅速 な修 正能力の重要性 が格段 に増 すのであ る。
以 上を纏 める と,情 報 通信 技術の発展 が もた らす次世代 デ ジタル ・ネ ッ トワーク環境 に主体 的
に適応 で き る企業 は,更 な るQ(Quality:品 質 の安定 と絶 対品質 あ 向上 とい う二 つのQ)F
(Function)C(Cost)D(Delivery)の向上を よ り効果 的か っ効率 的 に行 うことがで きるこ と
を意 味 して いる。 その一 方で,コ ラボ レー シ ョンによる水平 的協働 やNVOの ような仮想組織 の
ように組 織の境界が曖昧 にな ってい く場合 の企業ア イデ ンテ ィテ ィの問題 と組織内 でのコ ミュニ
ケー シ ョン ・マネジメン トの問題が顕在化 してくる可能性 が高 いことを認識 して お く必要があ る。
5.SCMの 課題の解決 の可能性
「4.次 世代デ ジタル ・ネッ トワークのインパク トについて」での検討か ら 「2.現 状のSCM
の抱える課題 とは」で抽出 した課題の背後にある問題の多 くは,現 在進行 しつつあるデジタル化
とネッ トワーク化の融合に象徴されるオープンなデジタル ・ネットワーク環境において想定 され
る企業活動に与える変化において解決される可能性が高いといえるのではないか。具体的には,
「コミュニケーション」,「業務 ・組織設計の自由度」,「明確な全体コス ト」に関しては,企 業は
オープンなデジタル ・ネットワーク環境の活用から直接的な恩恵を受けることが想定される。一
方,「 全体最適の観点」,「組織スピー ドの重要性」,「コア(コ ア ・コンビタンス)へ の集中と協
働に対す る意識」に関 しては,オ ープ ンなデジタル ・ネ ットワーク環境がもたらす根本的なビジ
ネス ・ルールの変更を トップ ・マネジメン トがどの程度理解をしているかの問題と理解すること
ができる。
前述 したように,情 報通信技術の飛躍的進歩の影響を連続的 と解釈する立場をとると,SCM
の抱える課題の解決は情報通信技術の活用とは別の組織固有性の問題となり,個 別解決のアプロー
チとなる。 しか し,そ の影響を非連続的なものと解釈する立場をとった場合には,SCMの 抱え
る課題は,組 織固有性の問題として,情 報通信技術の影響 と切 り離 して考えるのではな く,情 報
通信技術の発展が もたらすデジタル ・ネ ットワーク環境が,組 織固有性を大きく変えるチェンジ・
ドライバーであると考えることができ,解 決にあたって,よ り包括的なアプローチが可能になる
のではないか。 このことは,情 報通信技術万能論を支持 しているわけではなく,こ こまで進歩.し
てきた情報通信技術は,す でに単なるツールではなく,選 択の余地がないという意味で,企 業活
動の根幹 を変化 させる大きな環境のひとつではないかと述べているのである。
6.終 わ り に
情報通信技術の発展の方向性が企業に与える構造的インパク トが,コ ア ・コン.ピタンスへの集
中と水平協働による全体最適を志向する企業間コラボレーションというコンセプ トとその実現可
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能性の高まりであるとすると,組 織凝集性にかかわる組織境界の問題を検討する必要が出てくる
のではないか。つま り,NVO(ネ ットワーク ・ベースの仮想組織)の 境界と既存の企業組織境
'界との間にずれが生 じる
。 これを企業境界の曖昧化 と表層的に片付けた り,現 在の経済学がおこ
なっている取引費用 という概念によって,企 業境界は経済合理的に決定されるという考え方で合
理化 して しまうのでは不十分であろう。LangloisandRobertson(1995)が,このような静的
な取引費用分析に対 して,組 織ケイパ ビィティの概念を取引費用分析の中に取 り込み,よ り動的
な企業境界に関する理論化を行っているが,企 業境界の議論は,従 業員のアイデンティティ確立
とも関わるものであり,静 的であれ動的であれ,経 済合理性によって合理化 してしまうのでは不
十分ではないだろうか。 日本的組織アイデンティティの固有性を考慮するとデジタル ・ネットワー
クを基礎とする仮想組織ともいえる企業間 コラボレーション=全 体最適を指向する目指すべき
SCMを 実現 させていくためには,こ の企業境界の問題を包括的に研究することが非常に重要に
なると考える。
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